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公布された条例等のあらまし

（規則第54号）◇児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

１ 規則の概要

⑴ 福祉事務所の廃止に伴う規定及び様式の整理

⑵ 児童福祉法等の改正に伴う規定及び様式の整備

２ 施行期日

平成21年４月１日から施行することとした。

規 則

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月31日

島根県知事 溝 口 善兵衛

島根県規則第54号

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

児童福祉法施行細則（昭和27年島根県規則第72号）の一部を次のように改正する。

第１条中「里親の認定等に関する省令（平成14年厚生労働省令第115号。以下「里親省令」という。）」を「里親が行

う養育に関する最低基準（平成14年厚生労働省令第116号）」に改める。

第２条から第12条までを次のように改める。

削除第２条から第12条まで

第18条から第18条の５までを次のように改める。

（里親認定の申請）

省令第36条の37第１項の規定による申請（省令第36条の43の規定により行う里親の認定に係るものを含む。）第18条

は、里親認定申請書（様式第17号）によるものとする。

２ 省令第36条の37第２項の規定による申請は、専門里親認定申請書（様式第17号の２）によるものとする。

３ 前２項に規定する申請書は、当該申請を行う者の居住地を管轄する児童相談所長に提出するものとする。

４ 第１項又は第２項に規定する申請書を受理した児童相談所長は、当該申請書に掲げる事項に関して調査し、意見を付

して知事に進達しなければならない。

（認定及び登録の特例）

知事は、省令第１条の32第２項各号に掲げる者で養育里親研修を修了していないものを、省令第36条の43の第18条の２

規定により里親として認定することができる。

２ 省令第１条の32第２項各号に掲げる者に委託を予定している要保護児童がいる場合においては、法第34条の15第１項

の規定にかかわらず、島根県社会福祉審議会の意見を聴いて、当該児童の福祉の観点から省令第36条の43の規定により

里親として認定することができる。

３ 省令第１条の32第２項第１号に規定する者で里親として認定されたもの（以下「養子縁組里親」という。）又は同項

第２号に規定する者で里親として認定されたもの（以下「親族里親」という。）に委託を予定し、又は現に委託してい

る要保護児童がいる場合においては、法第34条の15第２項の規定にかかわらず、島根県社会福祉審議会の意見を聴い

て、当該児童の福祉の観点から省令第36条の43の規定により養子縁組里親又は親族里親の登録を抹消しないことができ

る。

（里親登録決定等の通知）

省令第36条の38第２項（省令第36条の43の規定により行う里親の認定に係るものを含む。）の規定による登第18条の３
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録することの決定の通知は里親認定通知書（様式第17号の３）により、登録をしないことの決定の通知は里親不認定通

知書（様式第17号の４）により行うものとする。

（里親の登録の消除の届出）

省令第36条の39第１項の届出又は第36条の40第１項第１号の申出（省令第36条の43の規定により認定を受け第18条の４

た里親に係る届出又は申出を含む。）は、里親登録消除等届出書（様式第18号）によるものとする。

（里親の登録事項の変更の届出）

省令第36条の39第２項の規定による届出（省令第36条の43の規定により認定を受けた里親に係るものを含第18条の５

む。）は、里親登録事項変更届出書（様式第18号の２）によるものとする。

第18条の５の次に次の３条を加える。

（里親の登録更新の申請等）

省令第36条の42第１項に規定する更新の申請は、里親登録更新申請書（様式第18号の３）によるものとす第18条の６

る。

２ 養子縁組里親又は親族里親の名簿の登録は、省令第36条の41の規定にかかわらず、省令第36条の43の規定により名簿

から消除されるまで有効とする。

（事故発生届出書）

里親が行う養育に関する最低基準第14条第２項の規定による報告は、事故発生届出書（様式第18号の４）に第18条の７

よるものとする。

（継続困難の届出）

里親が行う養育に関する最低基準第14条第３項の規定による届出は、児童養育継続困難届出書（様式第18号第18条の８

の５）によるものとする。

第24条第５項中「第37条第４項又は第６項」を「第37条第４項から第６項まで」に改める。

第30条第１号中「第22条、第23条又は」を削り、「措置を」を「措置に」に改め、同条第２号を次のように改める。

⑵ 法第33条第１項又は第２項に規定する一時保護の委託に要する費用

第30条に次の１号を加える。

⑶ 法第33条の６第１項の児童自立生活援助事業の実施に要する費用

第31条第１項を次のように改める。

小規模住居型児童養育事業を行う者又は児童福祉施設の長が法第27条第１項第３号に規定する措置に係る費用を、児童

自立生活援助事業を行う者が法第33条の６第１項の児童自立生活援助事業の実施に係る費用を、知事に請求するときは、

請求書（様式第27号）を毎月７日までに提出しなければならない。

第31条第２項中「による」を「により委託を受けた」に、「若しくは」を「又は」に、「措置をとった」を「委託し

た」に改め、同条第３項を次のように改める。

３ 第１項の規定により措置費の交付を受けた小規模住居型児童養育事業を行う者、児童福祉施設の長又は児童自立生活

援助事業を行う者は、毎翌月７日までに概算払精算書（様式第28号）を知事に提出しなければならない。

第32条中「法」の次に「第21条の６及び」を加える。

第33条から第35条までを次のように改める。

（児童自立生活援助事業の実施の申込み）

法第33条の６第２項に規定する申込書は、児童自立生活援助実施申請書（様式第29号）によるものとする。第33条

２ 前項に規定する申込書は、当該申込みを行う者の居住地を管轄する児童相談所長に提出するものとする。

（児童自立生活援助事業又は小規模住居型養育事業の届出）

法第34条の３第１項の規定による届出は、児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）開始届（様式第第34条

30号）によるものとする。

２ 法第34条の３第２項の規定による届出は、児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）変更届（様式第31
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号）によるものとする。

３ 法第34条の３第３項の規定による届出は、児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）休止（廃止）届（様

式第32号）によるものとする。

４ 法第34条の３第３項の規定により事業の休止を届け出た者が事業を再開したときは、遅滞なく、児童自立生活援助事

業（小規模住居型児童養育事業）再開届（様式第33号）によりその旨を知事に届け出なければならない。

（一時預かり事業の届出）

法第34条の11第１項の規定による届出は、一時預かり事業開始届（様式第34号）によるものとする。第35条

２ 法第34条の11第２項の規定による届出は、一時預かり事業変更届（様式第35号）によるものとする。

３ 法第34条の11第３項の規定による届出は、一時預かり事業休止（廃止）届（様式第36号）によるものとする。

４ 法第34条の11第３項の規定により事業の休止を届け出た者が事業を再開したときは、遅滞なく、一時預かり事業再開

届（様式第37号）によりその旨を知事に届け出なければならない。

様式第１号から様式第８号までを次のように改める。

削除様式第１号から様式第８号まで

様式第17号の１から様式第17号の４までを次のように改める。
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（第18条関係）様式第17号

里親認定申請書

島根県知事 様

里親の認定を受けたいので、次のとおり申請します。

年 月 日

住 所

氏 名 ㊞

申請者 氏 名 ㊞

電 話 番 号

ファクシミリ番号

□養育里親（□短期希望 □養子縁組希望） □養子縁組里親 □親族里親
認定を受けようとする

里 親 の 区 分

申 性 別 生 年 月 日 （ 年 齢 ） 職 業 健 康 状 態
フ リ ガ ナ 申請者との

氏 名 続 柄
請

者

及 申

び 請

そ 者

の

同

居

の 同

家 居

族 の

の 家

状 族

況

研 修 受 講 状 況 （ ）里親研修 年 月 日 □修了済み □修了見込み

里 親 に な る こ と を

希 望 す る 理 由

従 前 の 登 録 の 有 無 □有 □無 登録都道府県名

児童に対する希望等

注 １ 該当する□に、レ印を記入してください。

２ 次に掲げる書類を添付してください。

⑴ 申請者及びその同居の家族の履歴書

⑵ 申請者の居住する家屋の平面図

⑶ 研修受講状況を証する書類

⑷ 申請者の属する世帯の所得を証する書類
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（第18条関係）様式第17号の２

専門里親認定申請書

島根県知事 様

専門里親の認定を受けたいので、次のとおり申請します。

年 月 日

住 所

申請者 氏 名 ㊞

電話番号

養 育 里 親 登 録 番 号

専 １ 養育里親として３年以上の要保護児童の養育の経験

門 経 験 等 ２ ３年以上の児童福祉事業に従事経験

里 ３ １又は２に該当する者と同等以上の経験等

親 研 修 受 講 状 況 年 月 日 修了済み・修了見込み

の

要 養 育 専 念 状 況

件

注 １ 次の書類を添付してください。

⑴ 「経験等」の欄の１、２又は３に該当することを証する書類

⑵ 研修受講状況を証する書類

２ 「経験等」の欄のうち、２又は３に該当し、かつ、養育里親として登録されていないときは、併せて里親認定

申請書（様式第17号）を提出してください。
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（第18条の３関係）様式第17号の３

第 号

年 月 日

様

島根県知事 印

里親認定通知書

児童福祉法第６条の３の規定により、 里親として認定し養育里親（専門里親）名簿（養子縁組里親名簿・親

族里親名簿）に登録したので通知します。

里 親 の 区 分 □養育里親（□専門里親） □養子縁組里親 □親族里親

里 親 登 録 番 号 性 別 生 年 月 日
フ リ ガ ナ

氏 名

住 所

名 簿 登 録 年 月 日 年 月 日

名 簿 登 録 有 効 期 間 年 月 日※養育里親（専門里親を含む。）に限る。

注 １ 里親を辞められたい場合には、里親登録消除等届出書（様式第18号）を提出してください。

２ 申請した事項に変更がある場合には、里親登録事項変更届出書（様式第18号の２）を提出してください。
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（第18条の３関係）様式第17号の４

第 号

年 月 日

様

島根県知事 印

里親不認定通知書

あなたから申請のありました里親の認定については、下記の理由により認定しないこととしましたので通知します。

申 請 受 理 年 月 日 年 月 日

申請のあった里親の区分 □養育里親（□専門里親） □養子縁組里親 □親族里親

登 録 を し な い 理 由

不服申立て及び取消訴訟

１ この決定（以下「処分」といいます。）に不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して60日

以内に、島根県知事に対して審査請求をすることができます。

２ また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、島根県を被告と

して（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）提起することができます。ただし、前記の審

査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して

６か月以内に提起することができます。
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様式第17号の５から様式第17号の８までを削る。

様式第18号を次のように改める。
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（第18条の４関係）様式第18号

里親登録消除等届出書

島根県知事 様

里親に係る登録について次の事由に該当したので、次のとおり届け出ます。

年 月 日

住 所

氏 名 ㊞
届出者

電 話 番 号

里親との関係

□本人 □同居人 □後見人・保佐人

□養育里親（□専門里親） 登 録 番 号
登録を受けている里親の区分

□養子縁組里親 □親族里親 氏 名

□ 登録消除の申出

（理由： ）

本 □ 死亡
該

□ 欠格事由に該当（児童福祉法第34条の15第１項第 号）

（具体的に： ）
当

□ 経済的困窮

人 （具体的に： ）
事

□ 養育に専念できない（専門里親のみ）

（具体的に： ）
由

□ 欠格事由に該当（児童福祉法第34条の15第１項第 号）
同

（具体的に： ）
居

人

注 １ 該当する□に、レ印を記入してください。

２ 本人が死亡した場合は、その事実を証する書類を添付してください。
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様式第18号の２から様式第18号の５までを次のように改める。
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（第18条の５関係）様式第18号の２

里親登録事項変更届出書

島根県知事 様

里親に係る登録を受けている事項について変更があったので、次のとおり届け出ます。

年 月 日

住 所

氏 名 ㊞
届出者

氏 名 ㊞

電話番号

登録を受けている里親の区分 登 録 番 号
□養育里親（□専門里親）

□養子縁組里親 □親族里親

変 更 事 項

変 更 前

変 更 後

変 更 年 月 日 年 月 日

注 該当する□に、レ印を記入してください。
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（第18条の６関係）様式第18号の３

里親登録更新申請書

島根県知事 様

里親登録を更新したいので、次のとおり申請します。

年 月 日

住 所

氏 名 ㊞

氏 名 ㊞
申請者

電話番号

登録を更新しようとする里親の区分 □養育里親（□専門里親）

氏 名

登 録 番 号

年 月 日 年 月 日
更 新 研 修 受 講 状 況

修了済み・修了見込み 修了済み・修了見込み

注 該当する□に、レ印を記入してください。

添付書類 研修受講状況を証する書類
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（第18条の７関係）様式第18号の４

事故発生届出書

島根県 児童相談所長 様

里親として養育している児童について事故があったので、次のとおり届け出ます。

年 月 日

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

里 親 登 録 番 号

フ リ ガ ナ 年 齢 性 別

氏 名
事 故 の あ っ た 児 童

養育を開始した年月日 年 月 日

事 故 の 発 生 し た 日 時

事 故 の 発 生 し た 状 況

事故発生後の対処の状況

児 童 の 現 在 の 状 況
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号外第84号 島 根 県 報 平成21年３月31日

（第18条の８関係）様式第18号の５

児童養育継続困難届出書

島根県 児童相談所長 様

里親として児童の養育を継続することが困難となった（なる）ので、次のとおり届け出ます。

年 月 日

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

里 親 登 録 番 号

フ リ ガ ナ 年 齢 性 別

氏 名

養 育 し て い る 児 童
フ リ ガ ナ 年 齢 性 別

氏 名

年 月 日
養育を継続することが困難

とな っ た （ な る ） 日

養育を継続することが困難

となった（なる）理由
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様式第27号から様式第32号までを次のように改める。
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（第31条関係）様式第27号

請求書

千万 百万 十万 万 千 百 十 円

第27条第１項第３号 措置

児童福祉法 により された者に対する 年度 月分措置費（内訳は別紙のと

第33条の６第１項 委託

おり。）について、上記のとおり請求します。

年 月 日

住所

請求人 氏名 ㊞

債権債務者番号

島根県知事 様
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（第31条関係）様式第28号

概算払精算書

千万 百万 十万 万 千 百 十 円

精 算 額

受 領 額

追給（返納）額

第27条第１項第３号 措置

児童福祉法 により された者に対する 年度 月分措置費（内訳は精算明細

第33条の６第１項 委託

書のとおり。）について、上記のとおり精算します。

年 月 日

住所

請求人 氏名 ㊞

債権債務者番号

島根県知事 様
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（第33条関係）様式第29号

児童自立生活援助実施申請書

島根県 児童相談所長 様

児童自立生活援助の実施を希望するので、児童福祉法第33条の６第２項の規定により次のとおり申請します。

申 請 年 月 日 年 月 日

（ フ リ ガ ナ ） 性 別

氏 名 ㊞ 男 ・ 女

生 年 月 日 年 月 日 生

住 所

電 話 －（ ）－
電 話 番 号 等

ＦＡＸ －（ ）－

職 業

児 童 自 立 生 活

援 助 の 実 施 を

希 望 す る 理 由

１ 住民票（世帯の全員）
添 付 書 類

２ 所得を証する書類（所得証明、源泉徴収票等）

氏 名 続 柄 住 所 電 話 番 号

保護者等の氏名及び連絡先
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（第34条関係）様式第30号

年 月 日

島根県知事 様

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）開始届

下記のとおり児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）を開始するので、児童福祉法第34条の３第１項の

規定により、関係書類を添えて届け出ます。

記

経 営 者 の 氏 名 及 び 住 所

（法人にあっては、その名称

及び主たる事務所の所在地）

条例、定款その他基本約款 （別添１のとおり）

職 名 氏 名 職 名 氏 名

主 な 職 員 の 氏 名

主 な 職 員 の 経 歴 （別添２のとおり）

施 設 名 称

事 業 の 用 に 施 設 種 類

供 す る 施 設 所 在 地

入 所 定 員

事 業 開 始 の 予 定 年 月 日 月 日 日

添付書類 １ 運営規程

２ 収支予算書

３ 事業計画書

４ 施設平面図（各部屋の名称、消火設備、非常口等を記載したもの）

備考 １ 届出者が法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名を記入すること。

２ 「主な職員の氏名」欄及び「主な職員の経歴」欄は、施設の長、事務長等について記入すること。

３ 記載事項が多いためにこの様式によることができないときは、適宜この様式に準じた様式を用いるか、又は

別添とすること。
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（第34条関係）様式第31号

年 月 日

島根県知事 様

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）変更届

下記のとおり児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）の届出事項を変更したので、児童福祉法第34条の

３第２項の規定により届け出ます。

記

１ 経営者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）

２ 条例、定款その他の基本約款

３ 運営規程
変 更 事 項

４ 主な職員の氏名及び経歴

５ 事業の用に供する施設（⑴ 施設名称 ⑵ 施設種類 ⑶ 所在地）

６ 事業開始の予定年月日

変 更 前
変 更 内 容

変 更 後

変 更 の 理 由

変 更 年 月 日

備考 １ 届出者が法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名を記入すること。

２ 「変更事項」欄は、該当するものの番号を○で囲むこと。

 
21



号外第84号 島 根 県 報 平成21年３月31日

（第34条関係）様式第32号

年 月 日

島根県知事 様

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）休止（廃止）届

下記のとおり児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）を休止（廃止）するので、児童福祉法第34条の３

第３項の規定により届け出ます。

記

休止（廃止）の予定年月日 年 月 日

休 止 の 予 定 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

休 止 （ 廃 止 ） の 理 由

現に便宜を受け、又は入居

している者に対する措置

備考 届出者が法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名を記入すること。
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様式第32号の次に次の５様式を加える。
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（第34条関係）様式第33号

年 月 日

島根県知事 様

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）再開届

下記のとおり児童自立生活援助事業（小規模住居型児童養育事業）を再開したので、児童福祉法施行細則第34条第４

項の規定により届け出ます。

記

休 止 の 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

再 開 年 月 日 年 月 日

添付書類 １ 収支予算書

２ 事業計画書

備考 届出者が法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名を記入すること。
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（第35条関係）様式第34号

年 月 日

島根県知事 様

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

一時預かり事業開始届

下記のとおり一時預かり事業を開始するので、児童福祉法第34条の11第１項の規定により、関係書類を添えて届け

出ます。

記

種 類 一時預かり事業（事業類型：保育所型・地域密着型）
事業の種類及び内容

内 容

経営者の氏名及び住所（法人にあっては、

その名称及び主たる事務所の所在地）

条 例 、 定 款 そ の 他 の 基 本 約 款 （別添１のとおり）

職 種 職 務 の 内 容 定 数

職 員 の 定 数 及 び 職 務 の 内 容

職 名 氏 名 職 名 氏 名

主 な 職 員 の 氏 名

主 な 職 員 の 経 歴 （別添２のとおり）

事 業 を 行 お う と す る 区 域

施 設 名 称

事 業 の 用 に 施 設 種 類

供 す る 施 設 所 在 地

利 用 定 員

施設の面積 ㎡

保育室 ㎡［１人当たり ㎡］

建 物 そ の 他 設 備 の 規 模 乳児室又はほふく室 ㎡［１人当たり ㎡］その他 ㎡

及 び 構 造 並 び に そ の 図 面 建物の構造 造 階建（配置図及び平面図を添付）

その他の主要な設備

（ ）

事 業 開 始 の 予 定 年 月 日 年 月 日

添付書類 １ 収支予算書

２ 事業計画書

ただし、添付書類について、インターネットを利用してこれらの内容を閲覧することができる場合は、

この限りではない。

備考 １ 届出者が法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名を記入すること。

２ 「事業類型」は、該当する類型を○で囲むこと。
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３ 「主な職員の氏名」欄及び「主な職員の経歴」欄は、一時預かり事業の責任者など主としてこの事業を担当

する職員等について記入すること。

４ 「事業を行おうとする区域」欄は、市町村の委託を受けて事業を行おうとする者にあっては、当該市町村の

名称も記載すること。

５ 記載事項が多いためにこの様式によることができないときは、適宜この様式に準じた様式を用いるか、又は

別添とすること。
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（第35条関係）様式第35号

年 月 日

島根県知事 様

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

一時預かり事業変更届

下記のとおり一時預かり事業の届出事項を変更したので、児童福祉法第34条の11第２項の規定により届け出ます。

記

経 営 者 の 氏 名

（ 法 人 の 名 称 ）

経 営 者 の 住 所

（主たる事務所の所在地）

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

１ 事業の種類及び内容

２ 経営者の氏名及び住所 （法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）

３ 条例、定款その他の基本約款

４ 職員の定数及び職務の内容

５ 主な職員の氏名及び経歴
変 更 事 項

６ 事業を行おうとする区域

７ 事業の用に供する施設

（⑴ 施設名称 ⑵ 施設種類 ⑶ 所在地 ⑷ 利用定員 ）

８ 建物その他設備の規模及び構造並びにその図面

９ 事業開始の予定年月日

変 更 変 更 前

内 容 変 更 後

変 更 の 理 由

変 更 年 月 日 年 月 日

備考 １ 届出者が法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名を記入すること。

２ 「変更事項」欄は、該当するものの番号を○で囲むこと。
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（第35条関係）様式第36号

年 月 日

島根県知事 様

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

一時預かり事業休止（廃止）届

下記のとおり一時預かり事業を休止（廃止）するので、児童福祉法第34条の11第３項の規定により届け出ます。

記

経 営 者 の 氏 名

（ 法 人 の 名 称 ）

経 営 者 の 住 所

（主たる事務所の所在地）

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

休止（廃止）の予定年月日 年 月 日

休 止 の 予 定 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

休 止 （ 廃 止 ） の 理 由

現 に 便 宜 を 受 け て い る

乳 幼 児 に 対 す る 措 置

備考 届出者が法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名を記入すること。
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（第35条関係）様式第37号

年 月 日

島根県知事 様

住 所

届出者 氏 名 ㊞

電話番号

一時預かり事業再開届

下記のとおり一時預かり事業を再開したので、児童福祉法施行細則第35条第４項の規定により届け出ます。

記

経 営 者 の 氏 名

（ 法 人 の 名 称 ）

経 営 者 の 住 所

（主たる事務所の所在地）

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

休 止 の 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

再 開 年 月 日 年 月 日

添付書類 １ 収支予算書

２ 事業計画書

備考 届出者が法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名を記入すること。
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附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。
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